■自立支援分科会（12月3日（土））プログラム■
 第１部　14:00～17:00　最重度障害者の24時間等の介護制度と財源問題
心中や家族による障害者殺しが後を絶ちません。ALSになると介護制度の不足で人工呼吸器を付けずに死を選ぶ人がまだ過半数です。このような中、総合福祉法を作るまで２年の間に、実施すべき課題は何か、新しい制度でまず何を先に制度改正するべきなのかを話し合います。また、長時間介護を全国１８００市町村全てで実現するための新法への総合福祉部会の提案（１日８時間以上は市町村負担５％など）を説明します。

	パネラー：　
大濱　　眞　　社団法人全国脊髄損傷者連合会　障がい者制度改革推進会議構成員
安田 智美 　日本ＡＬＳ協会福島県支部
川口有美子　ＮＰＯ法人ＡＬＳ／ＭＮＤサポートセンターさくら会
小田　政利　 ＴＩＬベンチレーターネットワーク呼ネット
尾上　浩二　 ＮＰＯ法人ＤＰＩ日本会議　障がい者制度改革推進会議構成員


 　　　　　　 
第２部　18:30～21:00　医療的ケアの法改正・相談支援の制度改正の関係
 （１）当事者の運動により、吸引と経管栄養について来年４月から法制化され、特定の障害者向けならば９時間研修等を受ければ誰でも在宅・通所・入所施設・保育園・学校などで行える様になります。その詳細報告と今後の展望。

 （２）長時間ヘルパー利用者や新たに地域へ自立する重度障害者は、支給決定前に特定相談支援事業所に利用計画を作ってもらい、それを参考に支給決定される仕組みに変わります。市町村が時間数上限を設けているからという理由で重度訪問介護の連続介護が必要な障害者へ巡回型介護の計画を作るような悪質な相談支援事業所をなくすためにも、CIL等の障害当事者団体が相談支援事業所になっていく取り組みが必要です。その説明と課題や今後の運動など。

	パネラー：大濱　　眞　　社団法人全国脊髄損傷者連合会　障がい者制度改革推進会議構成員
中西　正司　　全国自立生活センター協議会　障がい者制度改革推進会議総合福祉部会構成員
橋本　　操 　　ＮＰＯ法人ＡＬＳ／ＭＮＤサポートセンターさくら会　介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度の在り方に関する検討会委員　障がい者制度改革推進会議総合福祉部会構成員
川口有美子　　ＮＰＯ法人ＡＬＳ／ＭＮＤサポートセンターさくら会　医療的ケア「特定の者」厚労省モデル事業担当者
大野　直之　　全国障害者介護保障協議会
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 １

長時間ヘルパー利用者や新たに地域へ自立する重度障害者は、支給決定前に特定相談支援事業所に利用計画を作ってもらい、それを参考に支給決定される仕組みに変わります。市町村が時間数上限を設けているからという理由で重度訪問介護の連続介護が必要な障害者へ巡回型介護の計画を作るような悪質な相談支援事業所をなくすためにも、CIL等の障害当事者団体が相談支援事業所になっていく取り組みが必要です。その説明と課題や今後の運動など。

２

当事者の運動により、吸引と経管栄養について来年４月から法制化され、特定の障害者向けならば９時間研修等を受ければ誰でも在宅・通所・入所施設・保育園・学校などで行える様になります。その詳細報告と今後の展望。












